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経営者が絶対に押さえておきたい経営のルール変更やビジネストレンド＝「ビジネ
スマスト」として、今押さえておきたいテーマを3つ選びました。今回は、「思ったより
甘くないコロナ借換保証の現実」、押さえておきたい助成金「働き方改革推進助
成金」、気になるトレンド「フランチャイズビジネス」の3つをご紹介します。

２０２３最新ビジネスマスト
コロナ借換保証・働き方改革推進助成金・フランチャイズビジネス

コロナ借換保証
コロナで債務が増大した中小企業の返済負担を軽減する「コロナ借換保証」が1月から始まりました。

金融機関と一緒に「経営行動計画書」を作成、継続的な伴走支援を受けること
①セーフティネット4号の認定
(売上高が20％以上減少。直近1ヶ月の実績+その後2か月の見込みを前年同期と比較)

②セーフティネット5号の認定
(売上高が5％以上減少している指定業種。直近3ヶ月（実績）と前年同期の比較)

※①②はコロナ影響の場合は、前年同期ではなくコロナ前比較でも可能

③売上高が5％以上減少(直近1ヶ月（実績）と前年同月比較)

④売上高総利益率/営業利益率が5％以上減少していること
(直近1ヶ月（実績）と前年同月比較または直近2年の決算書比較でも可)

要件

①～④は
いずれか1つ

1億円(100％保証の融資は、100％保証での借換が可能)保証限度額

10年以内(5年以内据え置き)保証期間

0.85％等→0.2％等へ大幅引き下げ保証料金融機関所定金利

2024年3月31日までに信用保証協会へ申し込み取り扱い期間
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2020年3月から始まった民間ゼロゼロ

融資の返済開始が2023年7月～2024年4

月に集中する見込み

民間ゼロゼロ融資からの借り換えに加え、
他の保証付融資からの借り換えや、事業再
構築等の前向き投資に必要な新たな資金需
要にも対応する新しい保証制度を創設。

借換により借入時の信用

保証料を大幅に引き下げ

る措置

目
的

内
容

☑自社の現状分析、財務分析
☑具体的な資金使途、

計画終了時点の将来目標
今後の具体的なアクションプラン

☑収支計画・返済計画(黒字化目標)など

③セーフティネット
保証の認定申請

④保証審査依頼・
経営行動計画書提出

①融資申込/
経営行動計画書作成

⑤融資

⑥継続的な伴走支援

②与信審査・書類準備

＋

スタートして約2か月、 思ったより審査が厳しいという現場の声が多く消極的な印象です。

国の救済措置ではあるものの、しっかりした説得材料を用意すること。また増額借換は難易

度が高いため、同額借換、または増額借換の場合でも1年間の運転資金や売掛の回収ま

でなど短期融資からチャレンジするのがお勧めです。



①労務管理担当者に対する研修

②労働者に対する研修、周知・啓発

③外部専門家によるコンサルティング

④就業規則・労使協定等の作成・変更

⑤人材確保に向けた取り組み

⑥労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、デジタル式運行記録計

の導入・更新

⑦労働能率の増進に資する設備・機器などの導入・更新

労務のお仕事スケジュール・労務情報

気になるフランチャイズピックアップ

働き方改革推進助成金(労働時間短縮・年休促進支援コース)

コロナ禍で既存事業が苦しくなった事業者がフランチャイズで新事業を始める例が増えていま
すが、今はひと昔前の「飲食店中心・初期投資を5年前後で回収」という時代ではなく、様々
な業種や低投資で始められる事業が増えています。
選ぶなら、初期投資が少なく既存事業とシナジーのある事業がお勧めです。

生産性を向上させ「時間外労働の削減」と「年次有給休暇・特別休暇の促進に向けた環境整備」に
取り組む企業を支援する、最大助成額最大730万円の助成金がR5年も実施されます。
4月1日時点で有効な36協定の提出が条件なので、起算日/有効期間の確認など注意が必要です。

弊社見解は…

100～250万円月60時間を超える36協定の時間外・休日労働時間数を縮減

25万円年次有給休暇の計画的付与の規定を新たに導入

25万円
時間単位の年次有給休暇の規定を新たに導入
かつ特別休暇(病気、教育訓練、ボランティア等)の規定を1つ以上新たに導入

対象：中小企業事業主

☑労災保険の適用事業主

☑年５日の年次有給休暇の取得に向けて就業

規則等を整備している

☑交付申請時点で、下記「成果目標」①～③

の設定に向けた条件を満たしている

上記に加え：労働者の時間当たり賃金額引上げを3％以上または5％以上行うと、引き上げ率や人数によって15～160万円加算

①

②

③

成果目標と助成額 下記の合計額 or 対象経費×3/4(条件によって4/5)のいずれか低い方の額

助成対象の取組

ロイヤリティ0。初期費用：個人
160万、法人190～320万。固定費
は月18,800～円のネットワーク
会費のみ。

無店舗型で低投資、最短1ヶ月で開
業可能、会費が毎月入るストック型
収益、活動サポート費など収益ポイ
ントが多い

IBJ 結婚相談所
業界最大手(加盟社3,700超、会員数
82,000超)、保険・旅行・不動産など
結婚関連で多角展開

調温庫＋卓上サーバー：年間レ
ンタル料がかかる。
オリジナル販促物無料

低コスト・省スペース・廃棄ロスな
し。ワンショット型で洗浄の必要が
なく運用が楽

レックス・ベリー テイクアウト
業務用ジェラートを機材一式レンタル
とセットで提供

全店黒字、直営店利益率30％、
提携金融機関によるイニシャル
コスト低減プランあり

低投資、高収益、簡素化されたオペ
レーション。職人がいなくても少人
数で運営可能

フードアーキテクトラボ 飲食
看板業態「牡蠣入レ時」を中心に様々
な業態を運営。生産者直送のPBの牡蠣
がキー商材

業種/概要 ポイント 金銭条件などPICK UP

いずれか１つ以上を実施

● ３月分健康保険料・厚生年金保険料の納付

● ２月決算法人の確定申告と納税・８月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで）

● ３月・８月・11月決算法人の消費税の中間申告（決算応当日まで）

● 労働者死傷病報告（１月～３月分）の提出期限

● ３月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付

● 給与支払報告に係る給与所得者異動届出書の提出期限


